
令和3年4月の報酬改定に伴う「介護給付費算定に係る体制等に関する届出」

の留意事項（訪問介護）

○ 本県が所管する介護保険施設・事業所について、令和３年４月１日から算定を開始する加算

等に係る「介護給付費算定に係る体制等に関する届出書」等の提出期限を、特例的に令和３年

４月１５日（木）とする取扱いとします。

○ 届出に添付する書類は、体制を変更する加算等についてのみ必要です。

○ 特定事業所加算（Ⅴ）を、算定する場合には、届出が必要です。

ただし、特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅱ）、（Ⅳ）の人材要件が含まれる加算との併算定はでき

ません。

○ 認知症専門ケア加算については、新たに創設された加算であることから、算定する全ての事

業所が届出を行ってください。

なお、届出の際には認知症専門ケア加算に関する確認書（参考様式13）及び人員要件であ

る認知症ケアに関する専門研修を修了した者の修了証の写しを添付してください。

○ 加算等の算定内容に変更がなく、「LIFEへの登録」が「なし」の場合、届出の必要はありま

せん。届出がない場合、「LIFEへの登録」は「なし」として処理します。

（１）訪問介護

提出書類 書類提出前の自主確認事項

介護給付費算定に係 ・法人等の所在地・名称、代表者の職・氏名の記入があるか。

る体制等に関する届 ・『届出者』欄は、開設法人の名称・所在地、代表者の職・氏名・住所等を

出書 登記事項証明書のとおり記載しているか。

・『事業所』欄は、届出する事業所の名称、所在地、管理者の氏名・住所等

を「指定許可（更新）申請書」付表１のとおり記載しているか。

・フリガナ、郵便番号、電話・FAX番号等に記入漏れがないか。

・「実施事業」欄は、「訪問介護」に○を付しているか。

※「実施事業」欄は、実施する項目にのみ○を付しているか。

・「指定（許可）年月日」の記入があるか。

・「異動等の区分」欄は、該当項目に○を付しているか。

・「異動（予定）年月日」欄は、各月１５日までに提出する場合は 翌月１

日と、各月１６日以降に提出する場合は翌々月１日と記入されているか。

・「介護保険事業所番号」は正しく記入されているか。

・変更の場合、「異動項目」欄及び「特記事項」の「変更後」欄に 変更内

容を具体的に記入しているか。

※例えば、「○○○体制を追加。」等と記入。

介護給付費算定に ・「記入担当者氏名」の記入があるか。

係る体制等状況一覧 ・「事業所番号」は正しく記入されているか。

表(別紙1-1) ・「事業所名」欄に誤って法人名等が記入されていないか。

・「記入担当者電話番号」、「異動区分」、「事業所電話番号」の各欄に記

入漏れがないか。

適用開始年月日 ・「体制等に関する届出書」の「異動(予定)年月日」欄と同じ日付が記入さ

れているか。

※各月１５日までに提出する場合は翌月１日と、各月１６日以降に提出す

る場合は翌々月１日と記入。



施設等の区分 ・「1.身体介護」に○を付しているか。

・「2.生活援助」に○を付しているか。

・「3.通院等乗降介助」に○を付す場合は、次の書類を添付して

いるか。

→道路運送法第４条又は第４３条の事業許可（一般又は特定）、第７８条

第３号に基づく許可、第７９条に基づく登録の写し車検証の写し及び車両

の写真を添付。

※実際に利用者に対して通院等乗降介助を行うことが可能な体制にあるこ

とを「運営規程」、「従業者の勤務の体制及び勤務形態一覧表」、「訪問

介護員等の資格証の写し」及び「２種免許証の写し」と照合し確認。

提出書類 書類提出前の自主確認事項

定期巡回・随時対応 ・「定期巡回・随時対応サービスに関する状況に係る届出書（別紙15）」

サービスに関する状 及び添付書類を提出すること。

況 ・｢1.定期巡回の指定を受けていない｣場合、身体介護20分未満のうち頻回

の訪問（前回提供した訪問介護から概ね2時間以上の間隔をあけないもの

）の算定は不可。

・身体介護20分未満の頻回の訪問については、利用対象者の要件を満たし

ているか確認。

・｢3.定期巡回の整備計画がある｣場合、身体介護20分未満の頻回の訪問は

、要介護３～５の利用者に限る。

特定事業所加算 ・特定事業所加算に係る届出書（別紙１０）

（Ⅰ）・（Ⅱ） ・特定事業所加算(訪問介護)に係る確認表（別紙１０付表（1）（2））

（Ⅲ）・（Ⅳ） ・届出項目により、「2.加算Ⅰ｣､｢3.加算Ⅱ」又は ｢4.加算Ⅲ」、｢5.加算

Ⅳ」のいずれかに○を付しているか。

※届出項目が、加算Ⅰ又は加算Ⅱ（人材要件②）の場合には、全てのサ

ービス提供責任者の実務経験証明書(県参考様式)を添付しているか。

※届出する加算の要件を全て満たしているか。

特定事業所加算 ・特定事業所加算（Ⅴ）に係る届出書（別紙１０－２）

（Ⅴ） ・特定事業所加算（訪問介護）に係る確認表（別紙１０付表（１）（３））

・特定事業所加算（Ⅴ）に○を付しているか。

・特定事業所加算（Ⅰ）、（Ⅲ）、（Ⅳ）を算定している事業所については

、併算定不可。

中山間地域等におけ ・中山間地域等における小規模事業所加算に関する届出書（別紙２）

る小規模事業所加算 ・中山間地域等に事業所が所在する場合は､（地域に関する状況）の「2.該

当」に○を付しているか。

・中山間地域等に事業所が所在し､かつ、小規模事業所に該当する場合は、

（規模に関する状況）の「2.該当」に○を付しているか。

※訪問介護は、1月当たりの延訪問回数が２００回以下であること。



認知症専門ケア加算 ・「１ なし」、「２ 加算Ⅰ」、「３ 加算Ⅱ」のいずれかに○を付してい

るか。

・認知症専門ケア加算に関する確認書（参考様式１３）

・認知症ケアに関する専門研修を修了した者の修了証の写し

新たに｢割引｣を行う ・指定居宅サービス事業所等による介護給付費の割引に係る 割引率の設定

場合又は既に届け出 について（別紙５）

ている｢割引｣の率、 ・割引について具体的に記載された運営規程

適用条件を変更する

場合

介護職員処遇改善加 ・「1 なし」､「6 加算Ⅰ」､「5 加算Ⅱ」､「2 加算Ⅲ」､「3 加算Ⅳ」､

算 「4 加算Ⅴ」のいずれかに○印

※「介護給付費算定に係る体制等に関する届出」とは別に、介護職員処遇

改善加算届出書や変更届出書が必要（提出期限に注意！）

※各事業年度における最終の加算の支払があった月の翌々月末日まで

に、実績報告が必要

介護職員等特定処遇 ・「1 なし」、「2 加算Ⅰ」、「3 加算Ⅱ」のいずれかに○印

改善加算 ※「介護給付費算定に係る体制等に関する届出」とは別に、介護職員等特

定処遇改善計画書等の提出が必要（提出期限に注意！）

※各事業年度における最終の加算の支払があった月の翌々月末日まで

に、実績報告が必要


